
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八幡市生活情報センター 
  



 

はじめに 

 

 私たち消費者を取り巻く環境は、情報通信技術の進歩とそれを活用した取引形

態が広がり変化しています。インターネットを通じて時間や場所を問わず商品・サ

ービスの検索、購入や申込を安易に行うことができるようになりました。これは、

消費者の利便性を飛躍的に向上させる一方で、商品やサービスの適切な選択を難し

くしています。また、生成 AIの活用が消費者の自律的な意思決定を困難にし、脆弱

にする可能性も指摘されています。 

令和 7年度に生活情報センターで受け付けた相談総件数は 602件で、前年度の 510

件から大幅に増加しました。相談内容の傾向としては、前年度に引き続き、ネット

通販トラブルに関する相談が多く寄せられています。 

当センターでは、市民の方からの相談に対し、消費者安全法に規定する資格を有

した相談員が助言やあっせん等を行い、新たな事例にも対応した問題解決に取り組

むとともに、消費者被害の防止に向け、地方消費者行政強化交付金を活用した啓発

事業として、消費者セミナーの開催や講師の派遣、各種情報提供による注意喚起に

取り組んでいます。 

「消費者行政この 1年」は、生活情報センターが令和 7年度に実施した消費者行政

の概要をまとめた冊子です。今後の消費生活に役立てていただければ幸いです。 
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消費者行政の概要 

 八幡市における消費者行政は、昭和 53 年に「消費生活相談窓口」を開設したの

がはじまりで、昭和 59 年に「市民課消費者コーナー」に、昭和 61 年からは、「八

幡市消費者コーナー」の名称で消費者保護業務を行ってきました。  

 平成 5 年 4 月 1 日、現在の男山中央センターに移転し、名称を「八幡市生活情

報センター」に改め、府下市町村で初めての“消費生活センター”として、市民

の暮らしを守っています。平成 21 年度からは、消費者庁の発足に伴い、消費生活

センターの機能充実を図り、平成 28 年度には、消費者安全法の改正に伴い、八幡

市生活情報センター条例を制定し運用しています。  

 八幡市生活情報センターでは、市民の暮らしの中における商品やサービスなど

の欠陥・虚偽または誇大な表示､不当な取引から消費者の権利を擁護するととも

に、市民生活の安定と向上を確保するために、次の事業を行っています。  

 

1．法に規定する消費生活センターに関すること 

2．消費者教育及び指導に関すること 

3．消費者団体の育成及び指導に関すること 

4．消費者活動の場所の提供に関すること 

5．その他消費者安全の確保に関すること 

 

Ⅰ 相談事業 

毎日の暮らしの中で起きる商品・サービス等の苦情の相談を受け、解決にむけて

積極的な対応に努めています。  

相談には、法に規定する資格を有した相談員を配置して対応しています。  

 

1．消費生活相談の概要 

（1）消費生活相談件数 

令和 7 年度に受け付けた相談総件数は 602 件 (前年度 510 件 )と、前年度の相談

件数から大幅に増加しました。契約当事者の年代別では 60 歳以上の相談が半数

以上の 314 件に達しました。  

また通信販売に関する相談が全体の約 36％を占めています。その中でも、昨年

同様スマートフォン等を使用したインターネット通販による定期購入の相談が多

く寄せられました。  

 

 



- 2 - 

（2）相談件数の推移                        （単位：件，％）   

   市―ムページの問い合わせフォームでの相談を文書による相談方法としています。 

 

 

(単位：件)    

 

 

 

年 度 令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

総 数 602 510 503 518 520 

区 分 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 件数 比率 

相
談
種
別 

苦 情 494 82.1 412 80.8 429 85.3 418 80.7 441 84.8 

問合せ 108 17.9 98 19.2 74 14.7 100 19.3 79 15.2 

要 望 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

相
談
方
法 

来 庁 167 27.7 150 29.4 168 33.4 171 33.0 144 27.7 

電 話 420 69.8 353 69.2 327 65.0 347 67.0 376 72.3 

文 書 15 2.5 7 1.4 8 1.6 0 0.0 0 0.0 
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（3）相談件数トップ 10項目                    （単位：件，％） 

・相談件数トップ 10項目の主な内容 

商品一般（迷惑メール、SMS不在通知、架空請求、身に覚えのない商品など）  104件 

① 「クレカが不正利用されている。一時的に利用停止している。金額は 56,800 円」とメールが

来た。メールには「利用停止解除はこちら」と URL が貼ってある。詐欺メールではないか。 

② 頼んだ覚えのない荷物が届いた。家族に聞いても、心当たりはないという。まだ開封していな

いがどうすればよいか。 

③ カードの不正利用が 5 件、トータル 30 万円あった。クレジットカード会社に、「5 件中 1 件に

ついてはワンタイムパスワードが入力されているため、不正利用とは認められず、返金はでき

ない」と言われた。全額返金して欲しい。 

④ SMS をタップすると、何かの設定を促す画面になる。また、SMS で月 850 円の覚えのない請求

もある。詐欺だと思い何もしていない。スマホで何か起きているようで心配だ。 

化粧品（通信販売、定期購入、解約など）  53件 

① 動画配信に出た広告を見てしわ取り化粧品を注文した。定期購入でないことを確認したつもりだった

が 2回目が届いた。返品したい。  

② SNS広告から、「お試し」でしわ取りクリームを購入した。定期購入だったらしく、2回目が届いたが

全然が効果ないので、送り返したら法律事務所から支払い請求書面が届いた。支払う必要があるの

か。 

③ ネットで毛染めシャンプーを定期購入した。使用後かゆくなり解約しようとしたが、電話がつながら

ず、やっとつながってもキャンセルできる期間は過ぎていて解約できない。手数料なしで解約した

い。 

④ スマホに化粧品の広告が出て「○日間返品可能」とあり注文した。肌に合わず初回のみで解約の連絡

をすると通常価格との差額を請求された。差額なしで解約したい。 

インターネット通信サービス（回線契約、料金請求など）  30件 

① 無料お試しと大手携帯キャリアを騙る電話があり、Wi-Fiルータを利用したが接続できず、使えないの

で返却したら利用料金を請求された。何も契約していないし、書面もない 。支払う必要があるのか。 

② 「大手通信会社の工事が必要。工事費は無料」と言われ、必要な工事と思い了承した。ところが工事

後、請求書が届き光回線の契約だった。光回線は別会社と契約しているので二重払いになる。嘘を言わ

れたと思うので払いたくない。 

上位 相談内容 令和 7年度 令和 6年度 前年度比 

1 
商品一般（迷惑メール、ＳＭＳ不在通知、架空請求、身に覚えのない商

品など） 
104件 55件 189.1% 

2 化粧品（通信販売、定期購入、解約など） 53件 46件 115.2% 

3 インターネット通信サービス（回線契約、料金請求など） 30件 16件 187.5% 

4 
役務・その他（パソコンウイルス除去、質問サイト、ロードサービス請

求費用など） 
25件 15件 166.7% 

5 健康食品（通信販売、定期購入、解約など） 23件 21件 109.5% 

6 移動通信サービス（携帯回線契約、解約など） 20件 15件 133.3% 

7 他の金融関連サービス（クレジットカード利用、投資詐欺など） 16件 10件 160.0% 

8 修理・補修（屋根修理、配管詰まりなど） 14件 16件 87.5% 

9 紳士・婦人洋服（ＳＮＳ広告、商品相違など） 13件 0件  － 

10 医療（歯科治療、美容医療など） 11件 7件 157.1% 
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③ 電話をスマートフォンに変更時、今より安くなると言われインターネットプロバイダの変更も勧められ

た。言われるがまま契約してしまったが元に戻したい。  

④ 訪問販売で光回線の勧誘をされた。断ったのに数回訪問され、知らない間に契約になったようで工事

の人が来た。解約を希望。 

役務・その他（パソコンウイルス除去、質問サイト、ロードサービス請求費用など）  25件 

① 母が契約した終活サポートのサービスをほとんど受けないまま亡くなった。契約金、前納金計 158万

円を一切返さないと言われ納得できない。 

② 車がパンクし保険会社を呼ぶつもりが検索上位に出た民間のロードサービス業者に電話してしまった。 

ほとんど作業をしなかったのに 2万円を請求された。払ったが返金を希望。 

③ パソコン使用中、突然警告音が鳴り、ウイルスに感染したと表示が出たので、画面に出たサポートを

依頼した。プリペイドカード 5,000円分を 2回支払ったがどうも詐欺だったようだ。 

④ 問合せのネット検索をしたら、間違えて質問サイトを利用してしまった。初回 198円、以降は毎月

4,980円かかるとのこと。解約したいが、どう対処すればよいか。  

健康食品（通信販売、定期購入、解約など）  23件 

① ダイエット食品の申込フォームを途中まで入力したが、申込は押さず画面を閉じた。その後商品が代

引きで届き、仕方なく支払ったが「2回目を発送した」とメールがきた。注文していないので受け取

りたくないがどうしたらいいか。 

② 別居している母宛に、頻尿に効くサプリが届いた。請求額は 39,540円と高額だ。本人は身に覚えが

ないと言う。解約、返品したい。  

③ 膝に効くサプリの広告が出て定期購入の申し込みをした。飲むと便秘になり、解約したいが電話が繋

がらない。2回目以降は高額になるので、解約できなかった場合、返品していいのか。 

④ 通信アプリ内広告から定期購入のサプリを注文。2回目を解約する期限が過ぎてから解約を依頼する

と拒否された。その後 2回目が届いた。支払わずに返品したい。 

移動通信サービス（携帯回線契約、解約など）  20件 

① 店舗で携帯電話会社を乗り換えた。その際、説明なく一番高い無制限プランの契約になっていた。安

いプランに変更したい。 

② 契約者本人は 3年前に死亡し、遺族が携帯電話を解約した。しかし一部サービスが解約されずに継続さ

れていた。口座を凍結したため未納となり督促通知が弁護士事務所から届いた。払わずに済ませたい。 

③ A社の携帯電話から B社に変更したら格安スマホのプランだった。スペック不足の可能性があるうえ、

これまでの契約より月額が高い。さらに余分な商品の契約もさせられ不満。どう対処したらいいのか。 

④ 息子が携帯電話で有料サービスを 14件も登録したが、解約の方法がわからない。料金は携帯電話か

らまとめて支払われている。 

他の金融関連サービス（クレジットカード利用、投資詐欺など）  16件 

① クレカ会社が紙の利用明細の郵送を終了した為、Webで ID等を登録したが、その後ログインできない。

携帯ショップでは「金融関係のことは扱えない」と断られた。何か解決方法はないか。 

② 心当たりのないクレジットカード会社から毎月 2,948円引き落とされているので調べて欲しい 。不要

なクレジットカードなら解約したい。  

③ SNSで知り合った友達から、暗号資産を使って、商品を仕入れて売る投資を勧められたので、計 90万円

を振り込んだ。「これを出金するには、私に立て替えている 12,000ドルを支払う必要がある」と言われ

た。立て替えてもらった覚えはない。どうしたら全額出金できるのか教えてほしい。 
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④ ネットで投資を申し込み、お金を振り込んだ。その後解約希望を伝えると「手数料 640万円を払えば

311万円返金する」と言われた。払ってきた金額は、返金金額よりもっと多い金額である。警察には相

談済み。 

修理・補修（屋根修理、配管詰まりなど）  14件 

① 築 50年店舗兼住居賃貸戸建に居住中。風呂場から水漏れしていて修繕して欲しいが、家主に「修理代

の半額を負担して」と言われ不満だ。負担しないといけないものなのか。 

② 留守中トイレが詰まり、息子がネット検索で、安価な料金を謳う業者に修理を依頼した。しかし作業

後、高額請求された。クーリング・オフできるだろうか。 

③ 排水管洗浄後コンクリ桝に不具合があり修理見積もりを取ったら計 45万円と言われた。金額が妥当か

どうか知りたい。相談する人がいない。 

④ 1年前に 20年落ちの外車の中古車を購入したが 3か月程でエンジンが掛からなくなった。3回修理する

も直らない。直らなかった場合、修理費は払わないといけないのか。 

紳士・婦人洋服（ＳＮＳ広告、商品相違など）  13件 

① スマホでセーターを注文し代引きで支払った。広告の表示と品質が異なり、返品返金を求めたが対応さ

れない。全額返金してほしい。送り状に記載の代行業者の電話番号に電話しても誰も出ない。 

② 動画共有 SNSに百貨店の名前でブランド Tシャツが半額以下との広告が出て 2着注文しクレカ払いし

た。届いた商品はあきらかに粗悪品だった。返品、返金を希望する。 

③ 動画に出てきた広告を見てパンツを代引きで注文。返品可の表示があるのに、サイズが合わないので返

品しようと電話を何度かけても繋がらない。返品して返金してほしい。  

④ ネットショップでポロシャツを購入。届いたものを代引きで受け取ったが、ネットの写真とは違う。ロ

ゴも入っていないし申込サイズと違うものが届いた。返品返金を希望。 

医療（歯科治療、美容医療など）  11件 

① 計 10回の美容脱毛を契約したが、6回目の施術後、腫れと火傷の痕が消えず色素沈殿している。クリニ

ックに対して損害賠償と補償を希望。どうしたらいいのか。 

② 痩身美容医療クリニックと契約をした。契約金はローンを組むよう言われたが、利子が高かったので断

ると、とりあえず返済が始まるまでに解約すればいいと言われた。意味が分からず、不信感しかないの

で解約したい。 

③ オンライン診療で薄毛治療薬を処方してもらった。効果を感じられなかったのでその後受診をしなかっ

たのに半年分の薬が届いた。送り返したが請求が止まらない。 

④ インプラント治療をしているが口腔が痺れるので医院に申し出た。しかし対処してもらえなかった。医

院を変えようと思うが初めに払った 55万円の一部でも返してほしい。 
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 （4）消費生活相談の傾向と特徴 

◆相談件数は前年度より大幅増。通信販売による定期購入トラブルは高止まり 

令和 7年度に受け付けた相談総件数は 602件（前年度 510件）と大幅に増加しました。相談内容の

傾向としては、昨年度に続きネット通販の利用による相談が高止まり傾向にあります。「化粧品や健

康食品、サプリメントなどをお試しと思って安い価格で購入したら、実際は定期購入であった」とい

う相談や、「届いた商品が広告と異なり、偽物（粗悪品）だった」「返金を求めたいが販売サイトと連

絡が取れない」といった相談も多く寄せられました。特に代引きによるケースが多く、ほとんどが海

外サイトでのケースが散見され、解決が困難となるケースが目立ちます。20歳代の若い世代では、

SNSで動画をスクショするだけで報酬がもらえるや、SNSで知り合った人から副業を紹介され高額な

契約をしたなどの副業絡みの相談が増加しました。またレスキュー商法と言われるトイレなどの排水

管つまりや、ロードサービスなどの知識の不十分さから高額請求を受けた相談も増加しました。 

◆相談者の半数以上が 60歳以上からの相談で、高止まり傾向が続く 

契約当事者の年代別では、60歳以上が 314件で総相談件数の約 52％となり、高齢者からの相談が

相変わらず高止まりの状況にあります。20歳～50歳代からの相談も前年度に比べて 5％以上増加し

ています。 

◆ネット通販トラブルの多い状況が継続 

販売購入形態別では、通信販売に関する相談が、全体の約 36％を占め、他の相談件数に比べて高

い状況で推移しています。「事業者に何度電話してもつながらない」「メールの返事がない」といった

相談の他、サイトで注文未完了のデータを注文したように見せかけて商品を送るといった悪質なケー

スもありました。 

◆その他、分電盤点検などに関する相談が増加 

「電力会社の委託業者と偽る業者から『分電盤の点検』と電話があり、訪問後に『古い分電盤は漏

電の恐れがあるので交換が必要』と言われ高額請求された。」といった相談や、自動音声詐欺と言わ

れる電話が多くありました。「電気料金が未納です。2時間後に電気が停止します。」「重要なお知ら

せがあります。至急この番号へ。」など不安を煽り、騙す手口が増加しています。 

情報化社会においてＡＩの普及に伴い、詐欺などの手口も巧妙になってきていますので十分ご注意

ください。 

 

（5）契約当事者性別・年代別                       （単位：件） 

 

 

年代  

区分 

20歳 

未満 
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 

70歳 

以上 
不明 合計 

6年度計 9 27 28 28 70 77 189 82 510 

7年度計 8 45 39 46 86 72 242 64 602 

男   性 3 17 15 13 39 26 106 16 235 

女  性 5 28 24 33 47 46 134 16 333 

団  体          

不  明       2 32 34 



- 7 - 

（6）契約当事者年代別 上位相談内容                （単位：件） 

 20歳未満の相談内容 20歳代の相談内容 30歳代の相談内容 

1 商品一般 2 修理・補修 3 商品一般 4 

2 健康食品 2 理美容 3 インターネット通信サービス 4 

3 化粧品 2 内職・副業 3 レンタル・リース・貸借 3 

4 観覧・鑑賞 1 商品一般 2 ガス 2 

5 他の教養・娯楽 1 化粧品 2 自動車 2 

6   医療 2 移動通信サービス 2 

7   電話機・電話機用品 2 教室・講座 2 

8   自動車 2 役務その他 2 

9   移動通信サービス 2 修理・補修 1 

10   インターネット通信サービス 2 他の金融関連サービス 1 

 

 40歳代の相談内容 50歳代の相談内容 60歳代の相談内容 

1 商品一般 7 商品一般 10 化粧品 17 

2 化粧品 7 化粧品 10 商品一般 11 

3 健康食品 3 インターネット通信サービス 7 役務その他 8 

4 インターネット通信サービス 3 紳士・婦人洋服 5 他の教養娯楽品 3 

5 音響・映像製品 2 健康食品 4 他の金融関連サービス 3 

6 修理・補修 2 レンタル・リース・賃借 3 インターネット通信サービス 3 

7 他の金融関連サービス 2 修理・補修 3 健康食品 2 

8 教室・講座 2 空調・冷暖房機器 2 空調・冷暖房機器 2 

9 他の教養・娯楽 2 他の保健衛生品 2 紳士・婦人洋服 2 

10 医療 2 役務その他 2 移動通信サービス 2 

 

 70歳代以上の相談内容 その他・不明の相談内容 

1 商品一般 50 商品一般 18 

2 化粧品 14 役務その他 5 

3 移動通信サービス 11 娯楽等情報配信サービス 4 

4 健康食品 10 相談その他 4 

5 インターネット通信サービス 10 移動通信サービス 3 

6 他の住宅設備 9 融資サービス 2 

7 電報・固定電話 8 他の金融関連サービス 2 

8 書籍・印刷物 7 医療 2 

9 他の金融関連サービス 7 相隣関係 2 

10 役務その他 7 魚介類 1 
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（8）特殊販売 契約当事者年代別・形態別               （単位：件） 

年代 

区分 

20歳 

未満 
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 

70歳 

以上 
不明 合計 

訪 問 販 売 0 6 4 3 5 3 24 3 48 

通 信 販 売 6 12 10 20 46 41 69 13 217 

マルチ・マルチまがい 

取      引 
0 0 0 0 0 0 0 1 1 

電 話 勧 誘 販 売 0 5 5 4 5 3 30 4 56 

ネ ガ テ ィ ブ ・ オ プ シ ョ ン 

(送 り 付 け 商 法 ) 
0 1 1 0 1 0 0 0 3 

訪 問 購 入 0 0 0 0 2 2 5 0 9 

そ の 他 無 店 舗 販 売 0 0 1 1 0 0 3 0 5 

合    計 6 24 21 28 59 49 131 21 339 

  

特殊販売形態別グラフ 

店舗購入 
107件 
17.8％ 

特殊販売 
339件 
56.3％ 

不明・無関係 
156件 
25.9％ 

48件 

14.2％ 

217件 

64.0％ 

9件 

2.7％ 1件 

0.3％ 

56件 

16.5％ 

5件 

1.5％ 3件 

0.9％ 
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（9）特殊販売形態別 上位相談内容                   （単位：件） 

訪問販売 通信販売 

年度 

相談内容        
7年度 6年度 

年度 

相談内容      
7年度 6年度 

他の住宅設備 6 3 化粧品 50 45 

修理・補修 6 9 健康食品 18 18 

インターネット通信サービス 5 0 商品一般 13 12 

書籍・印刷物 4 2 紳士・婦人洋服 11 0 

工事・建築・加工 4 11 空調・冷暖房機器 8 4 

役務その他 4 2 他の教養・娯楽 8 7 

飲料 3 2 役務その他 8 4 

衛生サービス 3 5 他の保健衛生品 6 4 

ガス 2 0 娯楽等情報配信サービス 6 5 

空調・冷暖房・給湯設備 2 5 他の金融関連サービス 5 2 

 

マルチ・マルチまがい取引 電話勧誘販売 

           年度 

相談内容 
7年度 6年度 

           年度 

相談内容 
7年度 6年度 

無限連鎖講 1 0 商品一般 12 6 

   インターネット通信サービス 9 2 

   電報・固定電話 6 20 

   健康食品 4 2 

   役務その他 4 2 

   魚介類 2 1 

   電気 2 3  

   内職・副業 2 2 

   履物 1 0 

   医薬品 1 0 

 

ネガティブ・オプション(送り付け商法) 訪問購入 

           年度 

相談内容 
7年度 6年度 

           年度 

相談内容 
7年度 6年度 

紳士・婦人洋服 1 0 時計 2 0 

スポーツ用品 1 0 商品一般 1 3 

他の教養娯楽品 1 0 食器・台所用品 1 0 

   洋服一般 1 0 

   アクセサリー 1 2 

   玩具・遊具 1 0 

   楽器 1 0 

   他の教養娯楽品 1 0 
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（10）販売購入形態別件数の推移                        （単位：件） 

 

（11）処理結果別件数                     （単位：件，％） 

年  度 令和 7年度 令和 6年度 

処 理 結 果 件 数 構成比 件 数 構成比 

他 機 関 紹 介 34 5.6 32 6.3 

助 言 383 63.6 339 66.5 

そ の 他 情 報 提 供 16 2.7 25 4.9 

斡 旋 解 決 141 23.4 64 12.5 

斡 旋 不 調 6 1.0 13 2.5 

処 理 不 能 11 1.8 9 1.8 

処 理 不 要 11 1.8 28 5.5 

継 続 処 理 0 0 0 0 

合     計 602 100.0 510 100.0  

 

 

その他無店舗販売 

           年度 

相談内容 
7年度 6年度 

食器・台所用品 1  0  

医療用具 1  0  

電話機・電話機用品 1  0  

書籍・印刷物 1  0  

修理・補修 1  1  

   

   

   

   

   

区分        年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度    令和 3年度 

訪 問 販 売 48 48 42 44 51 

通 信 販 売 217 160 198 220 188 

マルチ・マルチまがい取引 1 0 2 1 4 

電 話 勧 誘 販 売 56 71 58 45 23 

ネガティブ・オプション 
(送り付け商法) 

3 6 3 0 2 

訪 問 購 入 9 6 3 5 3 

そ の 他 無 店 舗 販 売 5 10 1 1 0 

特 殊 販 売 の み の 合 計 339 301 307 316 271 

店 舗 購 入 107 92 100 93 103 

不 明 ・ 無 関 係 156 117 96 109 146 

総 合 計 602 510 503 518 520 

 
ご
相
談
は 

セ
ン
タ
ー
へ 
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Ⅱ 啓発事業 

 消費者問題の解決や消費者被害の防止には、消費者自身が、消費生活の本質を正しく理解し、行動

することが大切です。そのために、消費者セミナーの開催事業、講師派遣事業、各種情報提供事業を

実施しています。 

1．消費者セミナーの開催事業 

【令和 7年度八幡市生活情報センター寄席】 

古典落語の内容から、弁護士に現在の法律からみた契約に関して

の注意事項や特殊詐欺をはじめとする消費者被害の未然防止策など

を解説してもらい、参加者に楽しみながら学んでもらえる落語会と

トークショー（法解説）を開催しました。 

 

 

月  日 内容及びテーマ 出 演 者 会   場 
受講 

人数 

2／7 

（土） 

令和 7年度八幡市生活情報セ

ンター寄席 

桂 南光 

桂 米二 

桂 八十助 

中井 雅之 

二之宮 義人弁護士 

八幡市文化センター 

小ホール 

参加数 

159人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夏休み子どもセミナー】 

子どもたち自身が自分たちの食生活について考え、

「〇〇〇しいみそ汁」のなぞ解きをし、ガス火を使っ

て楽しみながら栄養バランスのとれたみそ汁の作り方

を学びました。 

 

 

実施日 テーマ 講 師 会 場 
受講人

数 

7/28 

(月) 

「だしからみそ汁を作ってみよう！」 

料理から学ぶ消費生活 

大阪ガスネットワーク 

株式会社 

文化センター第 4講習室

（調理室） 

13 

人 

 

市長挨拶 会場風景 
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【くらしのセミナー】 

消費生活トラブルへの対策や、関心の高いテーマのセミナーを開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.講師派遣事業 

 団体からの依頼により、次のとおり講師等として相談員を派遣しました。 

（出前講座） 

実施日 テーマ 主催者 会  場 
受講 

人数 

7/10 

（木） 

消費者トラブル事例と対策 

「まさか私が？」巧妙化するだましの手口に備えよう 
四区福祉委員会 四区公会堂 14人 

10/17 

（金） 

消費者トラブル事例と対策 

「まさか私が？」巧妙化するだましの手口に備えよう 
歌ってスマイル 橋本公民館 14人 

12/26 

（金） 

消費者トラブル事例と対策 

「まさか私が？」巧妙化するだましの手口に備えよう 
シニア 3 楽体操 西山集会所 21人 

 

（啓発ミニ教室 生涯学習センター主催 シニアカレッジにて） 

実施日 テーマ 主催者 会  場 
受講 

人数 

7/30 

（水） 
スマホのトラブルについて 八幡市生涯学習センター 

生涯学習センター 

ふれあいホール 
173人 

1/21 

（水） 
代引き配達でのネット通販トラブルにご注意 八幡市生涯学習センター 

生涯学習センター 

ふれあいホール 
139人 

実施日 テーマ 講 師 会 場 
受講 

人数 

5/28 

(水) 
「前もって済ませておくべき相続準備の秘訣」 八幡市消費生活相談員 

八幡市生涯学習 

センター 

170

人 

8/6 

（水） 

「目指せ！買い物名人」 お金の大切さから学

ぶ消費生活 
八幡市消費生活相談員 男山児童センター 76人 

10/31

（金） 

「誰も教えてくれない日常の相続手続き」 

～ スマホ・契約・お金・解約…亡くなった後

の手続きが大変すぎる ! ～ 

八幡市消費生活相談員 
文化センター  

第 5講習室 
16人 

【セミナー風景】 
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3.各種情報提供事業 

（1）市広報紙とホームページの利用（月 1回） 

市広報紙「広報やわた」と市ホームページに生活情報センターで受け付けた相談事例や生活

情報等を掲載し市民への啓発活動を行いました。 

（2）八幡市生活情報センターだよりの発行（年 6回） 

（3）冊子「令和 6年度 消費者行政この 1年」作成 125部 

（4）市内小中学校へ情報提供 

「消費者行政この 1年」「センターだより 70号～75号」の配布、随時要望に対して情報提供

を行いました。 

（5）新成人啓発事業 

成人年齢引き下げにより、若者が消費者トラブルに遭う件数が増えています。今年度新成人

（18歳）になる人に対して注意喚起のための冊子を送付しました。 

（6）街頭啓発 

①消費者月間街頭啓発 5月 31日(土) 

消費者被害を未然に防止するため、八幡警察署と連携して、市内大型店舗において街頭啓

発を実施しました。啓発チラシ、うちわ、エコバッグ等を配布し、注意喚起を行いまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②府民防犯旬間街頭啓発 7月 10日(木) 

7月 10日から 19日は「府民防犯旬間」です。本市では、八幡警察署と危機管理課が合同

で実施する街頭啓発に参加しました。 

③二十歳のつどい 啓発 1月 12日（月・祝） 

成人として社会で生きていくためには、自立した消費者としての能力を育むことが重要で

あるとされています。二十歳のつどいにおいて参加者に配布される記念品に啓発チラシを

封入し、消費者トラブルに巻き込まれることのないよう、注意喚起を行いました。 

④特殊詐欺被害防止啓発 年金支給日（偶数月の 15日） 

特殊詐欺被害の未然防止に向けて、年金支給日に、八幡警察署、八幡防犯推進委員協議会

男山支部と合同で啓発チラシ等を配布し、注意喚起を行いました。 

（7）「くらしの情報板」の設置（常設） 

生活情報センター内に「くらしの情報板」を設置し、くらしに役立つ情報を掲示しています。 

（8）「消費生活ライブラリー」の設置（常設） 

生活情報センター内で、来庁者が自由に資料を閲覧・入手できるよう、ライブラリーを設け

ています。 

（9）「啓発パネル等展示コーナー」の設置（常設） 

生活情報センター内に、啓発パネル等を展示するコーナーを設けています。 

【啓発風景】 
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（10）公共施設での啓発資料の配架（常設） 

市役所本庁、生涯学習センター、各図書館、八幡人権・交流センター、有都交流センター内

に消費生活に関する資料を配架しています。 

（11）啓発展示  第 53回市民文化祭 10月 25日（土） 

文化センター前広場で啓発活動とともに、啓発パネル展示と啓発グッズの配布を行いまし

た。 
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Ⅲ 啓発広報記事等 
【広報やわた掲載：生活情報センターだより】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7年 4月号 

令和 7年 5月号 

令和 7年 6月号 
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令和 7年 7月号 

令和 7年 8月号 

令和 7年 9月号 
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令和 7年 10月号 

令和 7年 11月号 

令和 7年 12月号 
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令和 8年 1月号 

令和 8年 2月号 

令和 8年 3月号 
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【生活情報センターだより発行  6回発行（奇数月） 全戸配布 32,100部/1回 】 

令和 7年 5・6月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7年 7・8月号 
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令和 7年 11・12月号 

令和 7年 9・10月号 



- 21 - 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8年 1・2月号 

令和 8年 3・4号 
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【 消費者教育小冊子 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二十歳のつどい 啓発リーフレット【 630 部 】 新成人啓発事業 リーフレット【 695 部 】 

【 啓発グッズ 】 

ロール付箋  【 630 個 】 

 くらしの豆知識 【 300 部 】 

啓発ファイル【2,000枚】 エコバッグ【 2,500 個 】 
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Ⅳ 消費者保護の取組 
1．家庭用品品質表示法 

家庭用品品質表示法は、家庭用品の品質に関する表示の適正化を図り、一般消費者の利益を保護

することを目的としています。 

一般消費者が家庭用品の購入に際し、品質を識別することが困難であり、識別することが特に必

要であると認めるものについて、表示すべき事項の適正化を図るため用品ごとに表示の基準が定め

られています。 

市内に店舗がある販売業者に対し、家庭用品品質表示法の趣旨及び内容、当該事業者の取扱い品

目に関する品質表示内容の周知徹底を図るとともに、その陳列及び販売にあたっては、消費者に見

えやすい表示を行い、かつその内容をわかりやすく説明できる体制を整えるよう立入検査を通じて

指導しています。 

家庭用品品質表示法対象品目 

繊維製品  シャツ、ズボン、スカート、布団、カーテンなど。 

合成樹脂加工品 ごみ容器、皿、コップ、バケツ、浴室用器具など。 

電気機械器具   電子レンジ、電気冷蔵庫、ジャー炊飯器など。 

雑貨工業品  なべ、ティッシュペーパー、机など。 

2．消費生活用製品安全法 

消費生活用製品安全法は、消費生活用製品による一般消費者の生命または身体に対する危害の発

生の防止を図り、一般消費者の利益を保護することを目的としています。 

消費者の生命または身体に対して特に危害を及ぼすおそれが高い製品について、危害の発生を防

止するための基準に適合していることや事故防止のための点検期間等の表示、当該表示内容を消費

者に説明することなどが定められています。 

また、消費者に対しては、その定められた点検期間内に点検を行うことなどが定められています。 

市内に店舗がある販売事業者に対し、消費生活用製品安全法の趣旨及び内容、当該事業者の取扱

い品目に関する表示内容の周知徹底を図るとともに、その陳列及び販売にあたっては、消費者に見

えやすい表示を行い、かつその内容をわかりやすく説明できる体制を整えるよう立入検査を通じて

指導しています。 

消費生活用製品安全法対象品目 

特別特定製品 乳幼児用ベッド、ライターなど。 

特定製品  石油ストーブ、乗車用ヘルメットなど。 

子供用特定製品   乳幼児向け玩具、ベビーカーなど。 

3．家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法に基づく立入検査の実施状況 

八幡市では、京都府からの権限移譲に伴い、平成 24年度から市内事業所への立入検査を実施して

います。検査店舗は年度ごとに市内事業所から選定しています。 

立入検査実施状況 

区分 

年度 

家 庭 用 品 消費生活用製品 

検査店舗数 検査品目数 検査店舗数 検査製品数 

令和 7年度   3 2 

令和 6年度 4 7 － － 

令和 5年度 － － 4 2 

令和 4年度 4 6 － － 

令和 3年度 3 5 3 2 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費生活トラブル相談窓口 

八幡市生活情報センター 
 

 

〒614－8373 

京都府八幡市男山八望３－１ Ｂ５１棟 １階 
 

TEL ０７５－９８３－８４００ 

FAX ０７５－９８３－８４０１ 

（令和 9年 1月から市役所本庁 2階に移転します。） 

 


